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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ユニット内シャフトと、該ユニット内シャフトの周方向に設けられユニット内シャフト
を回動可能に保持する固定子と、前記ユニット内シャフトとともに回転し、前記固定子の
周方向両面に対向して設けられた２つの回転子と、該回転子の反固定子側面に設けられた
回転子側係止部とからモータユニットを構成し、複数のモータユニットが、前記回転子側
係止部において係止され一体として回転するとともに、
　前記複数のモータユニットの軸方向端側に設けられたブラケットと、複数のモータユニ
ットの周方向を覆うハウジングと、軸方向端の前記ブラケットと前記複数のモータユニッ
トの間に配置され、円盤部と軸部からなる軸ユニットを備え、該軸ユニットの軸部を前記
ブラケットに回転可能に保持し、円盤部の前記複数のモータユニットに対向する面に円盤
部側係止部を設け、前記軸ユニットの前記円盤部側係止部が前記複数のモータユニットの
前記回転子側係止部において係止され一体として回転し、
　前記固定子は、前記ユニット内シャフトの軸受け保持部の周方向に固定子コイルが巻回
された固定子鉄心を配置し、固定子の軸方向両面の固定子保持板により前記コイルと前記
固定子鉄心を保持し、固定子保持板の一部から周方向に延伸した周方向保持部において前
記複数のモータユニットの周方向を覆うハウジングに固定されていることを特徴とする回
転電機。
【請求項２】
　請求項１記載の回転電機において、
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前記軸ユニットの前記円盤部に形成された円盤部側係止部と、該円盤部が対向する前記複
数のモータユニットの対向面に形成された回転子側係止部は孔を含み、対向する面上の孔
の間が連結用ピンで結合されていることを特徴とする回転電機。
【請求項３】
　請求項２記載の回転電機において、
前記複数のモータユニット間を係止するための前記回転子側係止部は孔を含み、孔の位置
は、回転軸と同軸度を保つように配置されていることを特徴とする永久磁石回転電機。
【請求項４】
　請求項１に記載の回転電機において、
前記複数のモータユニットが、前記回転子側係止部において係止される一方面に凹構造の
インロー部を形成し、前記回転子側係止部において係止される他方面に凸構造のインロー
部を形成して、凹部と凸部を嵌合させた嵌合部を有することを特徴とする回転電機。
【請求項５】
　請求項１に記載の回転電機において、
前記回転子側係止部は、前記複数のモータユニットが対向する一方面に形成された凹構造
のインロー部と、対向する他方面に形成された凸構造のインロー部とを含み、凹部と凸部
により嵌合するＤカップ結合とされたことを特徴とする回転電機。
【請求項６】
　請求項１に記載の回転電機において、
複数のモータユニットは同一スロット、同一極数に製作されると共に、複数のモータユニ
ットを回転子側係止部で係止する位置のずらし角度を、モータユニットが発生するコギン
グトルクを打ち消しあう角度とすることを特徴とする回転電機。
【請求項７】
　請求項６に記載の回転電機において、
複数のモータユニットを回転子側係止部で係止する位置の中心軸からのずらし角度を、３
６０度／（６×極対数）とすることを特徴とする回転電機。
【請求項８】
　請求項７に記載の回転電機において、
偶数台のモータユニットを組み合わせる場合には、半分の台数を０度とし、のこり半分の
台数をずらし角度に設定することを特徴とする回転電機。
【請求項９】
　請求項７に記載の回転電機において、
奇数台のモータユニットを組み合わせる場合には、それぞれをコギングトルクの基本周期
の１／（ｎ－１）度ずつ重ねて配置することを特徴とする回転電機。
【請求項１０】
　請求項１記載の回転電機により回転軸を備えた機械機構を駆動するように構成された回
転電機装置において、
前記機械機構の周方向端面の前記モータユニット回転子に対向する面に、係止部を備える
ことにより、前記機械機構が前記複数のモータユニットと前記係止部において係止され一
体として回転することを特徴とする回転電機装置。
【請求項１１】
　請求項１０に記載の回転電機装置において、
前記機械機構と前記複数のモータユニットは、その軸方向に前記機械機構と前記複数のモ
ータユニットの順に配列されることを特徴とする回転電機装置。
【請求項１２】
　請求項１０に記載の回転電機において、
前記機械機構は、その軸方向に前記複数のモータユニットに挟まれた位置に配列されるこ
とを特徴とする回転電機装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】



(3) JP 5635921 B2 2014.12.3

10

20

30

40

50

【０００１】
　本発明は軸方向にギャップを有するアキシャルギャップ形式のモータユニットおよびこ
れを用いた回転電機、回転電機装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、産業用機器や家電品、自動車部品などにおいて、省エネルギー化の必要性が重要
視されるようになってきた。現在、国内の火力、水力、原子力、風力などの発電所におい
て作られる電気のほとんどは、電磁応用製品である回転電機（発電機）によって作られて
いる。また、国内で使用される電力使用量のうちの半分以上は、回転電機の駆動によって
消費されている。
【０００３】
　このため、回転電機の効率向上を図ることが、省エネルギー化を図るうえで重要なポイ
ントになっている。これら回転電機などの電磁応用製品では、鉄心部に軟磁性材料が用い
られている。この鉄心部の損失を低減することが、これらの製品の高効率化実現に貢献す
る。
【０００４】
　また、別の効率向上策としては、磁力の高い永久磁石を用いることが挙げられる。この
場合には、所定電流当たりのマグネットトルクを増加させて必要トルクを低い電流で得ら
れるようにして、電流による導体のジュール熱による損失（銅損）を低減する。
【０００５】
　永久磁石モータにおける高効率化手法を提案するものとして、特許文献１がある。特許
文献１では、永久磁石モータに使用する軟磁性材料に、低損失なアモルファスを用い、ア
キシャルギャップ型のモータとしている。さらに、銅損を低減するために永久磁石のボリ
ュームを増やす構造として、軸方向の２面を回転子とする構成のモータとしている。この
アキシャルギャップモータを大容量化する場合に考えられる構造は、通常であればギャッ
プによって固定子と回転子が対抗している面積を増やす手段として、径を大きくすること
である。しかし、アキシャルギャップ型モータの場合は、軸方向長が短いために、径を大
きくするとかなりの扁平形状になり、使い勝手が悪いものとなってしまう。
【０００６】
　上記問題を解決するための方法として、特許文献２が提案されている。ここでは、固定
子を軸方向に複数段とし、軸方向に固定子と対応する回転子を配置することで、出力を増
加させる構造が示されている。軸方向の複数個の回転子の回転軸は、１本の出力軸に結合
されて合成トルクを出力することで、複数倍されたトルクを出力することが可能になると
されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２０１０－１１５０６９号公報
【特許文献２】特開２００８－１３６３４８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　特許文献２での課題は、回転子の出力軸にすべての回転子を結合しなければならない点
である。アキシャルギャップモータの場合、回転子が、軸方向に固定子を挟みながら存在
するため、回転子をあらかじめ組み立てておいてから、固定子と組み合わせることはでき
ない。従って、回転子の一部を軸に組立してから、固定子と位置関係を保持して組み合わ
せ、その後，次の回転子を軸に組み立てして、さらに次の固定子をその位置関係を調整し
ながら組み合わせる方法をとる必要がある。
【０００９】
　しかしながら、アキシャルギャップ型の磁石回転子は、磁石の吸着力が非常に大きいた
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め、その軸方向の位置決めを行うことが非常に困難である。また、固定子側にも、組立途
中に非常に大きい軸方向の吸着力によって軸方向の応力が発生するために、強固に固定し
ながら組立しなければならず、多段になればなるほどその位置決め，固定組み立ては困難
となる。
【００１０】
　本発明においては、アキシャルギャップモータの径方向を大きくしないで大容量化する
ことと，組立性を両立し、低コストで高性能なモータユニットおよびこれを用いた回転電
機、回転電機装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記課題を解決するために、本発明の回転電機は、ユニット内シャフトと、ユニット内
シャフトの周方向に設けられた固定子と、ユニット内シャフトとともに回転し、固定子の
周方向両面に対向して設けられた２つの回転子と、回転子の反固定子側両面に設けられた
係止部とからモータユニットを構成し、複数のモータユニットが、係止部において係止さ
れ一体として回転する。
【００１２】
　また、複数のモータユニットの軸方向両端側に設けられたブラケットと、複数のモータ
ユニットの周方向を覆うハウジングと、軸方向両端のブラケットと複数のモータユニット
の間に配置され、円盤部と軸部からなる軸ユニットを備え、軸ユニットの軸部をブラケッ
トに回転可能に保持し、円盤部のモータユニットに対向する面に係止部を備えることによ
り、軸ユニットが複数のモータユニットと係止部において係止され一体として回転する。
【００１３】
　また、係止部は当該面に設定された孔を含み、対向する面上の孔の間が連結用ピンで結
合されている。
【００１４】
　また、複数のモータユニット間を係止するための孔の位置は、回転軸と同軸度を保つよ
うに配置されている。
【００１５】
　また、複数のモータユニットが、係止部において係止される一方面に凹構造のインロー
部を形成し、係止部において係止される他方面に凸構造のインロー部を形成して、凹部と
凸部を嵌合させた嵌合部を有する。
【００１６】
　また係止部は、複数のモータユニットが対向する一方面に形成された凹構造のインロー
部と、対向する他方面に形成された凸構造のインロー部とを含み、凹部と凸部により嵌合
するＤカップ結合とされる。
【００１７】
　また、複数のモータユニットは同一スロット、同一極数に製作されると共に、複数のモ
ータユニットを係止部で係止する位置のずらし角度を、モータユニットが発生するコギン
グトルクを打ち消しあう角度とする。
【００１８】
　また、複数のモータユニットを係止部で係止する位置の中心軸からのずらし角度を、３
６０度／（６×極対数）とする。
【００１９】
　また、偶数台のモータユニットを組み合わせる場合には、半分の台数を０度とし、のこ
り半分の台数をずらし角度に設定する。
【００２０】
　また、奇数台のモータユニットを組み合わせる場合には、それぞれをコギングトルクの
基本周期の１／（ｎ－１）度ずつ重ねて配置する。
【００２１】
　また、回転電機により回転軸を備えた機械機構を駆動するように構成された回転電機装
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置において、機械機構の周方向端面のモータユニット回転子に対向する面に、係止部を備
えることにより、機械機構が複数のモータユニットと係止部において係止され一体として
回転する。
【００２２】
　また、機械機構と複数のモータユニットは、その軸方向に機械機構と複数のモータユニ
ットの順に配列される。
【００２３】
　また、機械機構は、その軸方向に複数のモータユニットに挟まれた位置に配列される。
【００２４】
　上記課題を解決するために、本発明のモータユニットは、ユニット内シャフトと、ユニ
ット内シャフトの一方端に固定され周方向に複数の永久磁石を有する第１の回転子と、ユ
ニット内シャフトの他方端からベアリングを介して取り付けられた固定子と、ユニット内
シャフトの他方端に固定され周方向に複数の永久磁石を有する第２の回転子とから構成さ
れ、第１の回転子と第２の回転子の固定子と反対側面に係止部を備えている。
【００２５】
　また、ユニット内シャフトの一方端に第１の回転子を取り付け、ユニット内シャフトの
他方にベアリングを介して固定子を取り付けられたあとに、ユニット内シャフトの他方端
に第２の回転子を固定する。
【００２６】
　また、複数のモータユニットが、係止部において係止され一体として回転する。
【００２７】
　上記課題を解決するために、本発明の回転電機は、回転軸を備えた機械機構をモータユ
ニットにより駆動する回転電機装置であって、モータユニットは、ユニット内シャフトと
、該ユニット内シャフトの周方向に設けられた固定子と、ユニット内シャフトとともに回
転し、固定子の周方向両面に対向して設けられた２つの回転子と、回転子の反固定子側両
面に設けられた係止部とを備え、回転軸を備えた機械機構は、その回転軸の周方向端面に
係止部を備え、機械機構の係止部と、モータユニットの係止部が係止することにより、機
械機構とモータユニットを一体として回転する。
【００２８】
　また機械機構は、モータユニットの係止部を用いて締結されたフライホイールである。
【００２９】
　また、機械機構は、モータユニットの回転角度を検出するセンサ手段である。
【００３０】
　また、機械機構は、２つの軸を有する変速手段であり、変速手段の各軸の周方向端面の
係止部と、モータユニットの係止部が係止してそれぞれ一体に回転するとともに、各軸を
駆動するモータユニットは極数の異なるモータユニットとされ、一定の回転数比で運転を
行う。
【００３１】
　また、機械機構は、複数のモータユニットの間に係止部を介して設けられたクラッチ機
構などの連結制御機構であり、その軸方向の連結切り離しと再締結が制御できる。
【００３２】
　また、機械機構は、車両の駆動軸とされる。
【００３３】
　また、複数のモータユニットは複数のインバータにより駆動される。
【発明の効果】
【００３４】
　本発明によれば、前述した公知文献のように回転子の軸が一体でないため、モータ自体
の組み立て工程が簡略化できる効果があるほか、同一のモータユニットを大量に製作する
ことだけで、多出力のモータが構成可能という利点が享受できる。また、組立方法が簡便
であることでの低コスト化や、巻線や、固定子鉄心などが高密度に実装できるなどから、
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高出力密度化が期待できる構造である。
【図面の簡単な説明】
【００３５】
【図１】アキシャルギャップモータユニットを有する回転電機の斜視分解図。
【図２】アキシャルギャップモータユニットの斜視分解図。
【図３】固定子鉄心、コイル、軸受け保持部の配置を示す図。
【図４】図２の固定子５の分解斜視図。
【図５ａ】アキシャルギャップモータユニット間の係止部構造の例を示す図。
【図５ｂ】アキシャルギャップモータユニット間の係止部構造の変形例を示す図。
【図５ｃ】連結ピンを用いない連結構造の一例を示す図。
【図５ｄ】出力軸ユニットと、回転子ヨークとの締結例を示す図。
【図６ａ】同一に構成されたモータユニットを同一回転方向位置で締結した図。
【図６ｂ】同一に構成されたモータユニットの締結位置をずらした図。
【図６ｃ】同一回転方向位置で締結したときのコギングトルクを示す図。
【図６ｄ】締結位置をずらしたときのコギングトルクを示す図。
【図７ａ】モータユニットと、駆動対象物で構成する回転電機装置の例を示す図。
【図７ｂ】モータユニットと、駆動対象物で構成する回転電機装置の変形例を示す図。
【図７ｃ】モータユニットと、駆動対象物で構成する回転電機装置の変形例を示す図。
【図７ｄ】モータユニットと、駆動対象物で構成する回転電機装置の変形例を示す図。
【図７ｅ】モータユニットと、駆動対象物で構成する回転電機装置の変形例を示す図。
【図７ｆ】モータユニットと、駆動対象物で構成する回転電機装置の変形例を示す図。
【図８ａ】一つのインバータにより２つのモータを制御する方法を示す図。
【図８ｂ】２つのモータユニットを２つのインバータで制御する方法を示す図。
【図９】本発明の回転電機を、自動車車輪駆動システムに搭載した例を示す図。
【発明を実施するための形態】
【００３６】
　以下、本発明の実施例を、図面を用いて説明する。
【実施例１】
【００３７】
　以下、本発明に係る回転電機の第１の実施例について図１から図３を用いて説明する。
【００３８】
　図１は、軸方向に２つのアキシャルギャップモータユニットを有する回転電機の構造を
示す斜視分解図である。この図で、１６はモータハウジングであり、その左右両端に出力
軸側ブラケット１３、および後端側ブラケット１４が取付けられる。ハウジングとブラケ
ットの取付けのために、ブラケット１３，１４の取付け部１３ａ，１４ａに孔１３ｂ，１
４ｂが設けられており、他方ハウジング１６の対向部位に設けられた孔１６ｂとの間がネ
ジ止め固定される。
【００３９】
　また、２つのブラケット１３，１４の間に、出力軸１１、この例では２組のモータユニ
ット１Ａ，１Ｂ、後端部軸１２が配置される。これらの部材は回転軸に対して垂直方向の
面に係止部を備えており、部材間が段重ねされるとともに、係止部により固定され一体回
転構造とされる。係止部による固定構造には、幾つかの手法があり、後で図３を用いて紹
介するが、図１では段重ねされる部材の両面に孔を備え、孔の中にピンが嵌合されること
で、固定し一体回転構造とすることについて説明する。
【００４０】
　係止部による固定構造について、まずモータユニット１Ａ，１Ｂ間の固定構造について
説明する。図１の軸方向中央部に示す２組のモータユニット１Ａ，１Ｂは、軸方向両面に
円盤状の回転子を有するアキシャルギャップ型のモータを構成している。図示するモータ
ユニット１Ａ，１Ｂは、それぞれの回転子の軸方向両端部（回転子ヨークの背面）に、回
転方向に複数個所（図示では等角度ピッチで３箇所）の連結ピン配置用の孔を有する。そ
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の孔には連結ピン１５Ａ，１５Ｂが配置されている。要するに、図１の例では、モータユ
ニット１Ａ，１Ｂの両面に孔を備え、これらの孔の間に連結用ピンを配置し、嵌合するこ
とにより連結している。
【００４１】
　図示右側のモータユニット１Ｂの軸方向図示左側の連結ピン１５Ｂは、図示左側のモー
タユニット１Ａの軸方向で右側に図示する回転子ヨークの背面の連結ピン配置用孔（図示
せず）に接続され、モータユニット１Ａとモータユニット１Ｂの回転子は、一体となって
回転可能に連結される。なお、図１では２組のモータユニット１Ａ，１Ｂを備える例を示
したが、同様にして３ユニット以上を接続することができる。
【００４２】
　次に、モータ部１と軸の連結構造について説明する。この間も、上記したピンと孔によ
る係止部により結合している。軸には、出力軸１１と後端部軸１２とがある。このうち、
出力軸１１は、軸部１１ａと円盤部１１ｄとから構成されており、軸部１１ａの片側端部
に円盤部１１ｄを有する構造となっている。この円盤部１１ｄは、モータ部１Ａに対向す
る側に位置づけられ、その裏面には、モータユニット回転子背面と同様に、連結用の孔を
有する。この連結用孔には、モータユニット１Ａの表面に配置された連結ピン１５Ａが嵌
合し、モータの回転子と一体になって回転可能となっている。なお、出力軸１１の軸部１
１ａは、モータハウジング１６に組み込まれたときには、出力軸側ブラケット１３の回転
係止孔１３ｃに回転可能に取り付けられる。
【００４３】
　もう１つの軸である後端部軸１２も軸部と円盤部１２ｄとから構成されており、出力軸
１１を反転して配置したと考えればよい。この円盤部１２ｄは、モータ部１Ｂに対向する
側に位置づけられ、その表面には、モータユニット回転子表面と同様に、孔が設けられて
おり、ここに連結用のピン１５ｃが嵌合され、モータの回転子と一体になって回転可能と
なっている。なお、円盤部１２ｄに隠れて見えていないが、後端部軸１２の軸部はモータ
ハウジング１６に組み込まれたときには後端側ブラケット１４の回転係止孔１４ｃに回転
可能に取り付けられる。これによって、一般的なモータと同様に、固定子を固定して回転
軸が回転する構造となる。
【００４４】
　なお、図１の組み合わせ構造において、出力軸１１と後端部軸１２は、左右対称に配置
され、その基本構造は同じであるが、軸部の軸長が相違する。後端部軸１２の軸部は、後
端側ブラケット１４に回転可能に取り付けられる長さがあればよいが、出力軸１１の軸部
１１ａは、出力軸側ブラケット１３に回転可能に取り付けられ、かつ外部に軸出力を伝達
する為の長さを必要とする。
【００４５】
　この結果、本発明においては、モータを組み立てるときは図１に図示の部材配列順序に
従い、孔の位置にピン１５を配置しながら順次各部材を組上げていけばよい。そして、出
力軸１１，後端軸１２、モータユニット１Ａと１Ｂが一体となった構成で、モータハウジ
ング１６に配置する。このとき、その固定子外周部を、固定孔１６ｄを用いてモータハウ
ジング１６に固定する構造とする。さらに、後端部軸１２の軸にベアリングを配置し、ま
た出力軸１１にベアリングを配置して、そのベアリングを回転可能に保持する出力軸側ブ
ラケット１３、および、後端側ブラケット１４で保持して、モータを構成する。これによ
って、組立したハウジング１６とブラケット１３、１４から、出力軸１１ａのみが回転可
能に配置されるモータの構造となる。
【００４６】
　図２には、モータユニット１Ａ，１Ｂを構成するアキシャルギャップモータの構造を斜
視で示す。本発明においては、アキシャルギャップモータ自体が１つのユニットに構成さ
れている。なお、ここでは例として、１５スロット１０極の両面に回転子を有するアキシ
ャルギャップモータを示している。
【００４７】
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　図２のアキシャルギャップモータユニットを構成する主な部材は、固定子５、固定子両
端の２つの回転子８、ユニット内シャフト４などである。このうち、固定子５の詳細構造
については、あとで図３、図４に図示して詳細に説明する。これらの主要部材は、更に幾
つかの部材で構成される。主要部材の構造について、各部材に好適な材質、特性などを含
めて説明する。
【００４８】
　図２において、固定子５を構成する固定子鉄心２は、略扇型，または略台形形状の１５
個の鉄心である。この鉄心２は、電磁鋼板や、アモルファス、圧粉磁心、金属ガラスなど
の高透磁率の軟磁性材料で構成される。電磁鋼板や、アモルファスで構成する場合には、
磁束の変化により発生する渦電流を抑えるために、薄板を積層（積層方向は、径方向か周
方向となる）して構成するような構造が採用される。
【００４９】
　固定子鉄心２の単体構造を図３に示す。図３は、固定子鉄心、コイル、軸受け保持部の
配置を示す図である。略扇型，または略台形形状の固定子鉄心２の周囲には、固定子鉄心
の外形形状と同様の形状を有する固定子コイル３が配置される。固定子コイルは、軸受け
保持部１０の周囲に円周状に配置されるために、所定の角度の領域（図示では１５スロッ
トのため２４度）に実装される構造となる。図３の例では、軸受け保持部１０の周囲に１
５個の固定子コイル３が設置される。
【００５０】
　図４は、図２の固定子５の分解斜視図であり、軸受け保持部１０の周方向に１５個の固
定子鉄心２を配置し、さらに各固定子鉄心２に固定子コイル３が巻回されている。
【００５１】
　固定子鉄心２と固定子コイル３が周方向に配置された中央部に配置される軸受け保持部
１０は、アルミニウムや、ステンレスなどの金属で構成される。この軸受け保持部１０は
、内側に、ベアリングを軸方向両端部に保持する機能を有し、そのベアリングの位置を軸
方向に決定して確保するような段付き構造となっている。
【００５２】
　図４に特徴がよく現れているように、この固定子５を両側より保持するために、固定子
保持板５ａ，５ｂで、コイル３と固定子鉄心２を保持する構造とする。この固定子保持板
５ａ，５ｂは、コイル３に絶縁を介して接触し、コイル３から発生する熱をハウジング１
６に伝える機能と、コイル３と鉄心２を保持して構造物としての強度を保つための鉄筋機
能を有する。
【００５３】
　このため、この固定子保持板５ａ，５ｂは、強度の高い材料を用いる必要があり、アル
ミニウムや、ステンレスなどの非磁性金属などを用いることが望ましい。このように金属
を用いる際には、固定子保持板５ａ，５ｂの径方向端部は、金属のハウジング１６と接触
すると固定子鉄心３を通過する磁束によってそれを遮る渦電流が発生するため、周方向の
３本中２本は、ハウジング１６と接触することが無いように構成する必要がある。図２は
、固定子に組み立てられた後の配置を示しているが、ここで固定子保持板５ｂに着目する
と、円周部から大きくはみ出している部分と、そうでない部分があることが見て取れる。
円周部から大きくはみ出している部分において、ハウジング１６と接触し、固定子をハウ
ジングに固定する。固定の際には、ハウジング１６の固定用孔１６ｄを利用する。
【００５４】
　また、ハウジングが非導電性の材料である場合には、すべての端部が接触するように構
成しても良い。また、固定子保持板５ａ，５ｂに鉄筋としての強度を持たせる目的で、強
化プラスチックや、シリカ、セラミックスなどで構成する場合は、渦電流を考える必要は
ないため、金属のハウジングの場合にも接触して構成することが可能である。
【００５５】
　これらの、固定子鉄心２、固定子コイル３，軸受け保持部１０，固定子保持板５ａ，５
ｂを一体として保持した後に、樹脂含浸，金型内での樹脂モールド等により、これらを一
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体化することで固定子５を構成する。
【００５６】
　固定子５の固定子軸に垂直な方向の両面に対向して回転子ヨーク８ａ，８ｂが配置され
る。図２の回転子ヨーク８ｂに特徴が現れているように、固定子５に対向する面側には、
中心軸から放射状に永久磁石７ｂが１０個配置されている。これにより、１５スロット１
０極のアキシャルギャップモータユニットを構成する。また、図２の回転子ヨーク８ａに
特徴が現れているように、固定子５に対向しない面側には、係止部を構成する孔１９が設
けられている。さらに、今までの説明で明らかなように、この孔には連結ピンが配置され
て係止部を構成する。
【００５７】
　以上のようにして作成、製造された２組の回転子ヨーク８ａ，８ｂと、モールドされた
固定子５は、その中心軸部のモータユニット内シャフト４により結合される。モータユニ
ット内シャフト４の両端部には、回転方向の位置を決定するためのキー溝１７ａ，１７ｂ
を有している。ここでは、キー溝を示したが、回転方向の位置決めする手段であれば、Ｄ
カット構造や、位置決めピン用孔構造でも良い。
【００５８】
　ここで示したモータユニット内シャフト４の軸方向右側には、右側方向から組立された
モータユニット内ベアリング６ｂが配置されている。このモータユニット内ベアリング６
ｂの軸方向位置は、モータユニット内シャフト４の軸方向中央部の太軸部の寸法によって
、位置決めされる構成となっている。このモータユニット内ベアリング６ｂの右側に、キ
ー溝１８ｂを有した回転子ヨーク８ｂが組み立てられ、エンドキャップ９ｂによって締結
される。
【００５９】
　この回転子ヨーク８ｂと組立されたモータユニット内シャフト４を、固定子の軸受け保
持部１０の内周部に右側からベアリングを保持して組立を行う。次に軸方向に対称となっ
ているモータユニット内シャフト４の左側から、同様にモータユニット内ベアリング６ａ
，回転方向に位置決め機能であるキー溝１８ａを有した回転子ヨーク８ａを組み立てる。
最後に、左側からも同様にエンドキャップ９ａでモータユニット内シャフト４と回転子ヨ
ーク８ａを締結する。回転子ヨーク８ａ，８ｂの軸方向両端側には、図示のように，回転
方向に複数の連結ピン配置用の孔１９を有する構造となっている。
【００６０】
　図５は、回転子などの部材を軸方向に締結するための係止部構造に関しての幾つかの詳
細な説明図を示している。まず、図５ａは、アキシャルギャップモータユニット１Ａ，１
Ｂ間の係止部構造の例を示す。この例は、図１，および、図２で示した連結ピンで回転可
能に締結する構造を示したものである。アキシャルギャップモータユニット１Ａの回転子
ヨーク８ｂと、ユニット１Ｂの回転子ヨーク８ａの背面（軸方向外側面）に、モータユニ
ット内シャフト４の挿入孔１８と同軸度を保つ同心円２０の円周方向上３箇所に、１２０
度等間隔ピッチの孔１９を設けている。そして同じ構造の回転子同士を，締結ピン１５を
その回転子ヨーク背面孔１９に配置して、互いの回転子を同期してモータユニット内シャ
フト４の回転軸を中心として回転可能となるように構成する。
【００６１】
　図５ｂには、回転子を軸方向に締結するための係止部構造の変形例を示す。ここでは、
アキシャルギャップモータユニット１Ｂには、モータユニット内シャフト４と同一軸とな
るような、同軸度を有する、凸形状のインロー部２４を設ける。そのうえで、アキシャル
ギャップモータユニット１Ａでは図示左側の円盤に、モータユニット内シャフト４と同一
軸となるような、同軸度を有する、凹形状のインロー部２３を備え、これらを組み合わせ
ることで２つの円盤の同軸度が保たれる形状となっている。これに、締結ピンが配置され
る孔１９を設け、回転力を伝達できる構成とする。これにより、連結ピン配置用孔部１９
は、同軸度を規定しなくとも、回転円周上の等角度ピッチを保つような構成で回転締結が
可能となる。従って、連結ピン配置用孔１９は径方向に長い長孔（長円形）形状でも良い
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ことになる。
【００６２】
　図５ｃには、連結ピンを用いない連結構造の一例を示す。図では、同軸度を保つための
凸形状インロー部２１を有し、そのインロー部の一部が切り欠いていて、Ｄカット形状の
凸部２１となるように形成した構造を示している。反対側に連結される円盤には、これと
組み合わさる凹形状のインロー部を有し、同軸度を保って回転締結することを実現する。
【００６３】
　図５ｄには、出力軸ユニット１１と、回転子ヨーク８との締結例を示している。図１、
および、図２で示したように締結ピン１８を用いる構造である。図５ａで詳細を示した構
造と同様に、同軸度を保って配置された孔部１９に締結ピン１８を配置して、出力軸ユニ
ット１１と締結する構造を示している。また、本図面では、このように締結された出力軸
ユニット１１に、出力側軸受け２２を配置し、その軸受け２２を出力側ブラケット２３の
軸受け保持部２５によって保持する構成となっていることを示している。
【実施例２】
【００６４】
　続いて、本発明の第２の実施例について図６を用いて説明する。ここでは、コギングト
ルクを低減する為の工夫について説明する。第１の実施例では、同一に構成されたモータ
ユニットを同一回転方向位置で締結する例を示したが、第２の実施例では、所定角度ずら
して締結する。なお、「同一に構成された」とは、同一スロット、同一極性にされている
という意味である。
【００６５】
　図６ａには、第１の実施例の締結関係を示している。中心のモータユニット内シャフト
４の挿入孔に配置されたキー溝の位置と、締結ピン配置用孔１９の配置の関係に注目する
と、２つのアキシャルギャップモータユニット１Ａと１Ｂは、キー溝と同一の箇所に１９
Ａ，１９Ｂが配置される構造となっていることがわかる。
【００６６】
　図６ｃには、このときのコギングトルクがどのようになるかを図示している。モータユ
ニット１Ａとモータユニット１Ｂは、同一のコギングトルク特性を持っている。各モータ
ユニットのコギングトルクは、図６ｃで示す細線（ピークが４５ｍＮｍの特性）で示され
る。モータユニットを２つ軸方向に重ねた場合、トルクは重ね合わされて図中太線（ピー
クが９０ｍＮｍの特性）となり、ｎ個のモータユニットを組み合わせた時のコギングトル
クのピーク値は、基本ユニットが持つコギングトルクピーク値のｎ倍となって現れること
になる。
【００６７】
　そこで、コギングトルクを低減するために、図６ｂでは、締結ピン配置用孔１９の配置
箇所が、キー溝に対して６度の角度を持って配置されている。これによって、モータユニ
ット１Ａとモータユニット１Ｂでは、機械的な角度で６度重なって動作することになる。
図１，および図２に示したモータでは、コギングトルクの周期は、１２度となるため、そ
の半分である６度で重ねることにより、互いのコギングトルクを打ち消しあってトルクの
変動はゼロとすることができる。
【００６８】
　この理由は、コギングトルクの基本周期は、電気角度１周期あたり６次となることが多
いため、基本的な配置角度を３６０／（６×極対数）とすることで、設計時からコギング
トルクを考慮した角度ピッチを設定することが可能である。本実施例では極対数を１０極
としているので、６度だけずらしている。
【００６９】
　図６ｄはその結果を示しており、モータユニット１Ａのコギングトルク（実線）と、６
度ずれた同一特性のモータユニット１Ｂのコギングトルク（点線）を合成したコギングト
ルクは、太線で示すような脈動無しのゼロコギングトルクとなる。
【００７０】
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　なお、偶数個の基本モータユニットを組み合わせる場合には、半分ずつを０度と６度に
設定することで、コギングトルクの低減が可能である。また、奇数個ｎで組み合わせる場
合には、それぞれをコギングトルクの基本周期の１／（ｎ－１）度ずつ重ねて配置するこ
とで、コギングトルクを低減することができる。なお、重ね合わせるときに、角度のずれ
と重ねる順番とは任意でよい。
【実施例３】
【００７１】
　続いて、本発明の第３の実施例について図７を用いて説明する。ここでは、複数のアキ
シャルギャップモータユニットと、駆動対象物とを組み合わせて構成する回転電機装置こ
とについて説明する。
【００７２】
　これまでの例では、基本モータユニットを組み合わせて回転電機を構成する例を示した
。図５には，モータで駆動される駆動対象物までを考慮した組み合わせ（回転電機装置）
について示している。
【００７３】
　図７ａにおいて、４１は例えば、プーリー，ギヤ，ポンプインペラ，ファンなどの機械
機構である。この例では、モータユニット１Ａ，１Ｂを軸方向に連結ピン１５で連結し、
さらにモータで駆動する機械機構４１も、モータの回転子と同様に連結ピン１５で締結す
ることにより、パッケージ化された回転電機装置としている。このパッケージ化された回
転電機装置によれば、軸継ぎ手や、回転物を露出しないで構成することが可能である。ま
た、出力容量によって、さらに右側にモータユニットを追加することも容易となる。尚、
この図において一点差線で示したＪは、回転軸を示している。
【００７４】
　なお、図７ａの例では図１の軸ユニット１１あるいは１２を使用する必要がない。機械
機構４１の回転軸周方向面に孔などの係止部を形成しておき、この間をピンで係止するこ
とによりモータユニットと一体に回転可能である。この構造により、回転電機装置をコン
パクトにできる。
【００７５】
　図７ｂは、モータユニット１Ａとモータユニット１Ｂの間に、機械機構４２を挟んで、
同様に連結ピン１５で回転締結して構成する例を示す。基本モータユニット１Ａ，１Ｂは
締結可能であるが、配置スペースの関係上、軸方向に離れて配置しなければならない場合
や、両側から均等に動力を必要とする場合などに有利である。
【００７６】
　図７ｃは、基本モータユニット１Ａと別の基本モータユニット１Ｂが同一軸上とならな
い配置を示した図面である。この例では、機械機構が４３ａと４３ｂから構成され、それ
ぞれが、基本モータユニット１Ａと別の基本モータユニット１Ｂにより駆動される。この
例は、配置スペースに限りがある場合などに有利である。
【００７７】
　この配置での具体的事例としては、モータユニット１Ａに接続されるピニオン軸４３ａ
が、そのピニオン軸よりも多くの歯数を有する平歯車４３ｂに接続されるような場合があ
る。このとき、平歯車４３ｂに締結された基本モータユニットＢは、基本モータユニット
Ａと異なるスピードで回転する必要がある。このような場合の対処方法として、基本モー
タユニットの極対数比率をＡとＢで、機械式のギヤ比と同等に設定しておくといった構成
も可能である。また、同一仕様のモータを利用する場合、２つの制御装置によって回転数
制御を行って使用することも考えられる。
【００７８】
　図７ｄには、モータユニットＡとモータユニットＢの間に、回転締結された、クラッチ
機構などの動力伝達切断機構を設ける例を示した。これにより、モータの出力を必要な場
合に応じて切り替えることが可能となり、不要な場合には、片方のモータは休止し、省エ
ネ運転ができることになる。
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【００７９】
　図７ｅには、モータとして構成する時の概念図を示している。高精度なモータとして駆
動する場合、その回転子の位置を検出するためのセンサ部が必要な場合がある。図７ｅで
は、回転位置検出ユニット４５をモータ内部に、配置し、その回転位置検出センサの回転
子部を回転子と連結ピンなどの連結機能でつないで一体化する例を示している。回転位置
検出ユニット４５は、光学式、磁気式エンコーダ，レゾルバ、ホール素子などによるもの
で、回路基板なども含んだユニットとして構成するものである。
【００８０】
　図７ｆは、モータユニットの構成にフライホイール４６を追加し、大きな慣性を接続で
きるようにした構成である。フライホール効果（はずみ車効果）により，電力を運動エネ
ルギーに変換して蓄え、大きな動力を瞬間的に出し入れする構成として有効である。
【実施例４】
【００８１】
　本発明の第４の実施例について図を用いて説明する。図８は、本発明の構成のモータを
制御する装置（インバータ）などとの組み合わせ方法を示す図面である。アキシャルギャ
ップ型のモータが２つ以上あるために、制御方法はいろいろな方法が考えられる。図８ａ
は、一つのインバータ５１を用いて２つのモータ１Ａ，１Ｂを制御する方法である。２つ
のモータのＹ結線（Δ結線でも同様）のそれぞれの端子を並列接続してひとつのインバー
タ５１で制御する方法を示している。並列接続であるので、同一仕様のモータであれば、
同一の電圧で同一の制御をすることが可能である。
【００８２】
　図８ｂは、２つの基本モータユニット１Ａ，１Ｂを２つのインバータ５１Ａ，５１Ｂで
制御する方法を示す。この方法では、インバータ５１Ａ，５１Ｂの容量は、小さくて済む
ほか、一つのモータはモータ、もう片方は発電機といった制御も可能となる。片側のみが
動作することによって省エネ運転が可能などの利点が考えられる。なお、図８において、
１４はリア側エンドブラケット、２２は出力側軸受けを表している。
【実施例５】
【００８３】
　本発明の第５の実施例について図９を用いて説明する。図９は今回の発明のモータを、
電気自動車やハイブリッドカーのインホイールモータ５０として利用する例を示す。基本
モータユニットの個数を増減するだけで出力を可変できるので、排気量の大きな車から小
さな車までが、同一仕様のモータでまかなうことが可能となる。このように、自動車に限
らず、産業用，家電用などの広い範囲の領域に適用が可能である。
【産業上の利用可能性】
【００８４】
　本発明のアキシャル型複数段締結構造のモータは小型、高効率、低騒音を目的とした幅
広いモータに応用することができる。また、本発明のモータ構造を用いたシステムは小形
化、高効率のファン，ポンプシステム、家電用モータ、自動車駆動用、風力発電等の一般
的なモータシステムに幅広く応用することが可能である。
【符号の説明】
【００８５】
１Ａ：一台目のモータユニット
１Ｂ：２台目のモータユニット
２：固定子鉄心
３：固定子コイル
４：モータユニット内シャフト
５ａ，５ｂ：固定子保持板
６ａ，６ｂ：軸受け
７：磁石
８：回転子ヨーク
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９：軸端キャップ
１０：軸受け保持部
１１：出力軸ユニット
１２：リア側軸ユニット
１３：フロント側エンドブラケット
１４：リア側エンドブラケット
１５：締結ピン
１６：ハウジング
１７：回転方向位置決め用軸側キー溝
１８：回転方向位置決め用回転子ヨーク側キー溝
１９：締結ピン用孔
２０：締結ピン用孔配置円
２１：Ｄカット構造インロー突起
２２：出力側軸受け
２３：インロー凹部
２４：インロー凸部
２５：出力側軸受け保持部
４１：機械要素部
４２：機械要素部
４３ａ：ピニオンギヤ
４３ｂ：平歯車
４４：クラッチ機構
４５：回転位置検出部
４６：フライホイール
５１，５１Ａ，５１Ｂ：３相インバータ
【図１】

【図２】

【図３】
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【図６ｂ】

【図６ｃ】

【図６ｄ】

【図７ａ】
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【図７ｄ】 【図７ｅ】
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【図８ｂ】 【図９】
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